
印刷製本費

実績情報

戸別配布用梱包資材、フ
ラットファイル

22,91612,05810,546消耗品費

耐震設計・改修、建替
え、除却等

221,813,000275,501,000317,454,000補助金

【参考】
子ども向
け調査

- - - 実績 - -

0

単位の定義 耐震設計・改修、除却、建替え件数
282

0

287,687,220

令和３年度

22,120,000

-

－

1,229,433円1,207,410円

－ －

令和４年度

－ －

項目

実績数値(⑨)

単
位
あ
た

り
コ
ス
ト

－
－

1,203,159円

234

令和５年度

322
単位あたりコスト（⑧/⑨)

－ －
目標 － －

実績 －
－ －

目標

実績 11 11 10

⑦人件費
2.80 2.80 2.80

21,560,000

説明会・相談会の実施 実施回数 回
目標 11 11

単位 区分

6,193,000

実績 実施 実施 実施

業務量（人）

総コスト⑧＝(⑤+⑥+⑦) 387,417,212 340,489,488

窓口相談の実施 － －
目標 実施 実施 実施

4,641,000

実施

⑥間接額 5,375,000

21,280,000
活動指標

目標
・

実績

指標

－
－

令和６年度

－

11
10

－

令和４年度 令和５年度

目
標

－

指標の根拠

耐震助成関連ポスター等

耐震診断、普及啓発活動費42,571,226 37,601,640 37,481,240

726,440 613,790 617,064

125,400,000
その他

決算

⑤執行額 360,762,212 313,728,488 259,934,220

④流用等

予算

0

164,904,000
国庫支出金 145,831,000 129,901,000 123,797,000

414,101,000小計（①+②+③+④） 461,201,000

一般財源 268,783,000 162,569,000

予算
財源 都支出金 46,587,000 105,448,000

③繰越予算

実績 3,311

0 0 0

①当初予算 461,201,000 397,918,000 663,332,000

3,593

②補正予算 0 0 ▲ 249,231,000

397,918,000

有効性 ○

予算及び決算状況

内訳 令和３年度 令和４年度 令和５年度 経費の主な内訳
※単位は円単位

0 0

　災害に強く、安全で、安心して生活できる街づくりに向け、建築物の耐震化促進の支援を行
うものであり、本事業を欠くことはできない。

効率性 ○

　木造住宅の耐震診断については助成金で対応していたものを、令和元年度に耐震診断無料派
遣制度に変更し建物所有者の負担軽減を図っている。また、耐震診断実施後に耐震化が進まな
い建物所有者に対してアンケートを同封したダイレクトメールを発送し耐震化の働きかけを
行っている。

必要性

0

（

内
訳
）

委託料

14 政策 防災・生活安全
施策
番号

1

－

　木造住宅の耐震診断に当たって耐震診断士の無料派遣をするほか、耐震改修設計・耐震改修・除却・建替
え等にかかる費用を助成する。また、耐震化事業を広く周知するために、広報紙や区公式ホームページによ
る案内のほか、建築士事務所協会と連携を図り、窓口相談及び説明会・相談会を実施する。
　住宅の耐震化率は令和２年度末時点で92.6％であり、令和７年度末までに耐震性が不十分な住宅をおおむ
ね解消することを目標とする葛飾区耐震改修促進計画の目標達成に向け、葛飾区住宅耐震化緊急促進アク
ションプログラムによる耐震診断を支援した住宅所有者に対して耐震化を促す取組などを実施している。

実施内容

令和３年度

実績

6,018

成果・評価指標

担当課 建築課

基本情報

施策 防災街づくり

事業の目的
　建築物の耐震化を進めることで、震災時における建築物の倒壊などから人命を保護するとともに道路の閉
塞を防ぎ、大地震発生時の被害軽減と防災上安全な街づくりを促進する。

政策
番号

令和４年度 令和５年度

助成件数（耐震診断）

令和６年度　葛飾区行政評価委員会評価表

所管課による自己評価

事業名 民間建築物耐震診断・改修事業
担当部 都市整備部

○

5,436
4,429

目標
・

実績

指標 指標の根拠 単位

3,827

区分 令和３年度

累計

3,543 3,986

件
目標 4,818 5,218
実績 4,813 5,131

4,827

目
標

令和６年度

5,618

目標
との

乖離の
考察

　耐震診断の助成件数は目標に近い件数ではあるが、耐震改修等の助成件数が目標値に達していないことから、耐
震診断は行うが、その後の諸事情により耐震改修等を行わない建物所有者が多くいることが明らかである。また、
マンションや一般緊急輸送道路沿道建築物については、耐震化に要する費用負担が大きいことや建物所有者の耐震
化の必要性の理解の低さが、目標値に達していない要因と考えられる。

助成件数（耐震設計・耐震改修・建
替え・除却・耐震シェルター設置） 累計 件

目標

決算増減の
主な理由

　耐震診断の件数は令和４年度が322件、令和５年度が319件、耐震設計・改修の件数が令和４年
度が９件、令和５年度が８件と同程度で推移した。除却の件数が令和４年度が131件、令和５年度
が147件に増えたのに対し、建替えの件数が令和４年度134件から令和５年度が79件に減少した。

　民間建築物耐震診断・改修事業について、これまで実施してきた内容を継続しながら、葛飾区耐
震改修促進計画の目標に向かって、耐震診断を支援した建物所有者に対して耐震化を促すなど、葛
飾区住宅耐震化緊急促進アクションプログラムに掲げた４つの取組を行い、更なる建築物の耐震化
を促進する。特に、グレーゾーン住宅の耐震化についても旧耐震基準住宅の耐震化と並行して取り
組んでいく。また一般緊急輸送道路沿道建築物については耐震セミナーを実施する予定で更に耐震
化普及啓発に力を入れていく。さらに、助成額の増額等について検討を行っていく。

今後に向けた
所管課の見解

各評価項目を踏まえた
総合的評価

　耐震診断は行うが、その後の諸事情により耐震改修等を行わない建物所有者が多くいることが実
情である。また、非木造建築物や耐震シェルター設置の助成件数が伸び悩んでおり、建築物の耐震
化の必要性について周知し、葛飾区耐震改修促進計画の目標に向かって、建築物の耐震化を促進す
る取組を更に強化していく。

　耐震診断の助成件数は目標値に近い件数であるため、耐震化の必要性については適切にＰＲ
できていると判断できる。一方で、耐震設計・耐震改修・建替え・除却・耐震シェルター設置
の助成件数を目標値に近づけるように、診断から改修や除却等につながる取組を更に強化して
いく。



結果により、補強設計と耐震改修・耐震改修・建替え・除却等にかかる費用の一部を助成しています。

令和６年度

地震に備える木造住宅等の各助成事業
地震への備えは安全・安心の第一歩です 

葛飾区では、地震による住宅の被害を軽減し、震災時の活動拠点や避難路を確保するため、耐震診断の

〒1248555　　東京都葛飾区立石五丁目13番１号

令和６年４月より、新耐震基準の木造住宅を新たに助成します。

申請書等は、建築課窓口または葛飾区公式サイトで配布しております。

お願い：必ず契約前に、建築課窓口にご相談ください

お問い合わせ先

葛飾区　都市整備部　建築課　（区役所新館３階　窓口305番）

TEL 5654-8552・5654-8553・5875-7827

旧耐震基準木造住宅

耐震診断

建替え 除却

葛飾区公式サイト（助成制度）のホームページ

葛飾区役所 耐震

旧耐震基準木造住宅

補強設計

耐震改修
耐震改修 新耐震基準木造住宅

耐震診断

補強設計

耐震改修

新耐震基準木造住宅

耐震

シェルター等設置
アスベスト

対策

地盤の

液状化

対策

ブロック塀等

撤去・再築

新耐震基準木造住宅

戸別訪問
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№
旧耐震基準
耐震診断

補強設計
耐震改修

耐震
改修

建替え 除却 ｼｪﾙﾀｰ

1 ○ ○ ○ ○ ○ ○

2 ○ ○ ○ ○ ○ ○

3 ○ ○ ○ ○

4 ○ ○ ○

5 ○ ○ ○ ○ ○ ○

6 ○ ○ ○ ○

旧 耐 震 基 準 耐 震 事 業 の 手 続 き の 流 れ

対 象 者

（○の条件を全て満たす必要があります）

不燃化特区内（建替え、除却）,不燃化加速事業対象地域内（建替え）は、

都市計画課の助成制度をご利用ください。

耐震診断の結果、構造評点が1.0未満であること。

敷地が建築基準法の道路等に２ｍ以上接していること。

過去に同じ要綱上の助成を受けていないこと。

道路整備・区画整理など、都市計画事業等による補償を受け
ていないこと。
（切取り補償の場合、助成対象となる場合があります。）

対 象 建 築 物

既　存　建　築　物　の　要　件

葛飾区内の2階建以下の木造住宅等（長屋、共同住宅含む）
（助成対象は在来軸組工法のみ。店舗等との併用住宅の場合
は、全体の1/3以上が住宅であること。）

昭和56年5月31日以前に工事に着手されたものであるこ
と。

申請者は建物の所有者（共同所有等の場合は代表者）となります。

申請前に次の書類をご用意ください。

旧耐震基準耐震診断（区からの無料派遣）

補強設計
耐震改修

耐震改修

令和６年１1月29日（金）
(１) 旧耐震基準木造住宅耐震診断と耐震シェルター等設置は受付期限がありません。
(２) 原則、申請～助成金請求までを同じ年度内に行う必要があります。
(３) 申請した年度の１月末日までに助成金交付申請を提出してください。

１月末日までに助成金交付申請を提出できない場合は、ご相談ください。
(４) 申請は、契約の前に行う必要があります。
(５) 区の承認前に契約行為を行うと助成の対象外となります。

(仮契約や事前の代金支払い等も契約行為に含まれますのでご注意ください。)
(６) 国や都の行う助成事業と併用できないものがあります。

【共同所有の場合】

・他の所有者からの委任状

【所有者の親族が申請する場合】

・所有者からの委任状

・所有者との関係がわかる書類(戸籍謄本など)

（所有者が亡くなっている場合は、

亡くなっていることがわかる書類、

相続人がわかる書類、相続人全員からの

委任状）

＋

耐震
シェルター等設置

建物の所有者が確認できる書類など

・登記事項証明書の写し

（インターネット版は不可）

・固定資産税・都市計画税納税通知書と

課税明細書の写し

・土地・家屋名寄帳の閲覧による書類の写し

※（申請者が法人の場合、法人全部事項証明

書の写し）

除却建替え
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【診断結果報告】 診断士が申請者へ診断結果を報告します。診断結果報告書を受け取ってください。

耐震診断の流れ

【派遣申請】 区へ診断士派遣申請をしてください。
2週間程度で、決定通知（審査結果）を郵送します。

【診断の実施】 決定通知後、診断士から申請者へ連絡が入ります。
日程調整のうえ、決定通知日から45日以内に耐震診断を受けてください。

区が派遣する耐震診断士
　１）一般社団法人 東京都建築士事務所協会 葛飾支部に所属する建築士事務所

　２）上記１）以外の耐震診断士をご希望の方は、東京都木造住宅耐震診断事務所登録制度実施要綱に基づく
　　　耐震診断事務所の中から、ご自身でお選びください。（診断士は申請者が選択）

　※２）の場合は、派遣申請の前に、区と耐震診断事務所が契約をしている必要があります。詳細は区へご相談ください。

　建築物が大地震（震度6強程度）によって倒壊の可能性があるかを確認することです。
葛飾区が行う耐震診断は、一般財団法人日本建築防災協会の『木造住宅の耐震診断と補強方法』による
「一般診断法」です。耐震改修の必要性を判定することが主な目的であり、非破壊による目視調査で診
断します。建物の外部・内部を確認しながら行ないますので、おおよそ２～３時間程度の立ち合いが必
要です。

耐震診断結果の見方

対象となる建築物
　１）昭和56年５月31日以前に工事に着手されたものであること。

　３）過去に同じ要綱上の助成を受けていないこと。

　２）葛飾区内の２階建以下の在来軸組工法の木造住宅（一戸建ての住宅、長屋又は共同住宅）。
　　　店舗等との併用住宅の場合は、全体の1/3以上が住宅であること。

旧 耐 震 基 準 木 造 住 宅 耐 震 診 断 （ 区 か ら の 無 料 派 遣 ）

　耐震診断の結果は『木造住宅の耐震診断と補強方法』による構造評点で表されます。

旧耐震基準木造住宅の耐震診断とは

建替え

除却

耐震
シェルター等

設置

　耐震改修概算見積額（耐震診断時に算定）
　建替え工事にかかる費用

　耐震改修概算見積額（耐震診断時に算定）
　除却工事にかかる費用

最大27万円 　設置にかかる費用の　9/10

最大200万円

最大70万円

昭和56年5月31日
以前に工事に着手さ
れたもの

　補強設計費と耐震改修工事にかかる費用の　2/3

　耐震改修工事にかかる費用の　2/3

補強設計
耐震改修

耐震改修

最大200万円

最大180万円

旧 耐 震 基 準 木 造 住 宅 助 成 金 額

建築時期 助成限度額 助成金額の算定方法項目

いずれか

低い金額の 2/3

いずれか

低い金額の 1/2

0.7以上～1.0未満

0.7未満

倒壊の可能性がある

倒壊の可能性が高い

一応倒壊しない

構造評点

1.5以上 倒壊しない

判定

1.0以上～1.5未満

（発行元：一般財団法人日本建築防災協会）

一応安全な建築物です。

補強設計と耐震改修、耐震改修、建替え、

除却の助成対象建築物です。
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　５）過去に同じ要綱上の助成を受けていないこと。

　６）道路整備・区画整理など、都市計画事業等による補償を受けていないこと。
　　　（切取り補償の場合、助成対象となる場合があります。)

【設計契約】 承認通知を受け取った後に、設計の契約をして、補強設計を進めてください。
※区の承認前に契約を行うと助成ができません。

　1）一般社団法人 東京都建築士事務所協会 葛飾支部に所属する建築士

　2）東京都木造住宅耐震診断事務所登録制度実施要綱に基づく耐震診断事務所に所属する建築士

　3）１）と２）以外の建築士が補強設計を行う場合は、その設計について、１）の団体の評価を受けた者

　1）葛飾区内に事業所、支店、営業所等を開設している者

　2）区長が適当と認める者（耐震改修工事の実績がある事業者等）

　原則、申請～助成金請求までを同じ年度内に行う必要があります。

　申請した年度の１月末日までに助成金交付申請を提出してください。

補 強 設 計 ・ 耐 震 改 修
助成限度額：最大200万円

　耐震診断の結果、構造評点が1.0未満と診断された建築物を、1.0以上にするために補強設計を行い、設計に基づ
いて耐震改修工事を行うことです。

補強設計・耐震改修の流れ

【承認申請】
区へ承認申請をしてください。
2週間（年度をまたぐ場合：１か月～２か月）程度で、承認通知（審査結果）を郵送いた
します。

　また、年度をまたぐ場合は、通常より審査期間が長くなるため、区が承認申請を受けてから承認通知（審査結果）
　を郵送するのに１か月～２か月程度かかります。

　１月末日までに助成金交付申請を提出できない場合は、ご相談ください。

補強設計・耐震改修とは

補強設計を行える者

耐震改修工事を行える者

対象となる建築物
　１）昭和56年５月31日以前に工事に着手されたものであること。

　２）葛飾区内の２階建以下の在来軸組工法の木造住宅（一戸建ての住宅、長屋又は共同住宅）。
　　　店舗等との併用住宅の場合は、全体の1/3以上が住宅であること。

　３）旧耐震基準耐震診断の結果、構造評点が1.0未満であること。

　４）敷地が建築基準法の道路等に2ｍ以上接道していること。

【交付申請・請求】
（完了年度）

区へ助成金の交付申請・請求をしてください。
2週間程度で、交付決定通知（審査結果）を郵送いたします。
交付決定から2週間程度で、指定の口座に助成金を振り込みます。

【交付申請・請求】
（年度をまたぐ場合）

（1年度目）

区へ助成金の交付申請・請求をしてください。
１年度目の進捗に応じた割合で、助成金の算定を行います。
2週間程度で、交付決定通知（審査結果）を郵送いたします。
交付決定から2週間程度で、指定の口座に助成金を振り込みます。

【中間検査】 要綱に基づく中間検査を受けてください。

【工事完了】 工事の終了後、工事代金を支払い、領収書などの必要書類を受け取ってください。

【工事契約】 設計の終了後、工事の契約をしてください。

【着手届】 設計の終了日から45日以内を目途に、区へ着手届を提出して、工事を進めてください。

【設計完了】 設計の終了後、設計完了届と設計図書などの必要書類を提出してください。
２週間程度で、設計内容の確認をし、設計完了通知を郵送いたします。
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　５）過去に同じ要綱上の助成を受けていないこと。

　６）道路整備・区画整理など、都市計画事業等による補償を受けていないこと。
　　　（切取り補償の場合、助成対象となる場合があります。)

対象となる建築物
　１）昭和56年５月31日以前に工事に着手されたものであること。

　２）葛飾区内の２階建以下の在来軸組工法の木造住宅（一戸建ての住宅、長屋又は共同住宅）。
　　　店舗等との併用住宅の場合は、全体の1/3以上が住宅であること。

　３）旧耐震基準耐震診断の結果、構造評点が1.0未満であること。

　４）敷地が建築基準法の道路等に2ｍ以上接道していること。

補強設計を行える者による補強設計（補強設計計算書と設計図書）を
準備してください。

【交付申請・請求】
（完了年度）

区へ助成金の交付申請・請求をしてください。
2週間程度で、交付決定通知（審査結果）を郵送いたします。
交付決定から2週間程度で、指定の口座に助成金を振り込みます。

　耐震診断の結果、構造評点が1.0未満と診断された建築物を、1.0以上にする　「補強設計」の設計に基づいて
耐震改修工事を行うことです。

　１）一般社団法人 東京都建築士事務所協会 葛飾支部に所属する建築士

　２）東京都木造住宅耐震診断事務所登録制度実施要綱に基づく耐震診断事務所に所属する建築士

　３）１）と２）以外の建築士が補強設計を行う場合は、その設計について、１）の団体の評価を受けた者

　１）葛飾区内に事業所、支店、営業所等を開設している者

　２）区長が適当と認める者（耐震改修工事の実績がある事業者等）

　原則、申請～助成金請求までを同じ年度内に行う必要があります。

【着手届】 承認通知日から45日以内を目途に、区へ着手届を提出して、工事を進めてください。

要綱に基づく中間検査を受けてください。

【工事完了】 工事の終了後、工事代金を支払い、領収書などの必要書類を受け取ってください。

　１月末日までに助成金交付申請を提出できない場合は、ご相談ください。

【中間検査】

耐 震 改 修
助成限度額：最大180万円

　また、年度をまたぐ場合は、通常より審査期間が長くなるため、区が承認申請を受けてから承認通知（審査結果）
　を郵送するのに１か月～２か月程度かかります。

耐震改修とは

補強設計を行える者

耐震改修工事を行える者

【交付申請・請求】
（年度をまたぐ場合）

（1年度目）

区へ助成金の交付申請・請求をしてください。
１年度目の進捗に応じた割合で、助成金の算定を行います。
2週間程度で、交付決定通知（審査結果）を郵送いたします。
交付決定から2週間程度で、指定の口座に助成金を振り込みます。

耐震改修の流れ

【承認申請】

区へ承認申請をしてください。
併せて、補強設計計算書と設計図書を提出してください。
２週間程度で、設計内容の確認をします。設計内容の確認後、2週間（年度をまたぐ場
合：１か月～２か月）程度で、承認通知（審査結果）を郵送いたします。

【工事契約】
承認通知を受け取った後に、工事の契約をしてください。
※区の承認前に契約・工事を行うと助成ができません。

　申請した年度の１月末日までに助成金交付申請を提出してください。

【準備】
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　１）耐火建築物等又は準耐火建築物等であること

　　※省令準耐火建築物等の構造は助成の対象となりません。

　２）省エネ基準に適合すること

【工事完了】
工事の終了後、工事代金を支払い、領収書などの必要書類を受け取ってください。
また、建物所有権登記も併せて行ってください。

【着手届】 承認通知日から45日以内を目途に、区へ着手届を提出して、工事を進めてください。

建替えの流れ

　また、年度をまたぐ場合は、通常より審査期間が長くなるため、区が承認申請を受けてから承認通知（審査結果）
　を郵送するのに１か月～２か月程度かかります。

【承認申請】
区へ承認申請をしてください。
2週間（年度をまたぐ場合：１か月～２か月）程度で、承認通知（審査結果）を郵送いた
します。

【工事契約】
承認通知を受け取った後に、工事の契約をしてください。
※区の承認前に契約・工事を行うと助成ができません。

　原則、申請～助成金請求までを同じ年度内に行う必要があります。

【交付申請・請求】
（年度をまたぐ場合）

（1年度目）

区へ助成金の交付申請・請求をしてください。
１年度目の進捗に応じた割合で、助成金の算定を行います。
2間程度で、交付決定通知（審査結果）を郵送いたします。
交付決定から2週間程度で、指定の口座に助成金を振り込みます。

建 替 え
助成限度額：最大200万円

　耐震診断の結果、構造評点が1.0未満と診断された建築物を、除却（解体）し、新築する建替え工事を行うことです。

建替えとは

建替え後の建築物の要件

　※国や都の行う助成事業と併用できないものがあります。詳しくは、ご相談ください。

　５）過去に同じ要綱上の助成を受けていないこと。

　６）道路整備・区画整理など、都市計画事業等による補償を受けていないこと。
　　　（切取り補償の場合、助成対象となる場合があります。)

対象となる建築物
　１）昭和56年５月31日以前に工事に着手されたものであること。

　２）葛飾区内の２階建以下の在来軸組工法の木造住宅（一戸建ての住宅、長屋又は共同住宅）。
　　　店舗等との併用住宅の場合は、全体の1/3以上が住宅であること。

　３）旧耐震基準耐震診断の結果、構造評点が1.0未満であること。

　４）敷地が建築基準法の道路等に2ｍ以上接道していること。

　※建替え後に、申請者以外の方が建物所有者になってしまう場合、助成金の交付ができません。

　　申請内容に変更がある場合は、必ず工事契約前に区へご相談ください。

≪省エネ基準≫
建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律（平成27年法律第53号）第２条第１項第３号に規定する建築
物エネルギー消費性能基準

【交付申請・請求】
（完了年度）

区へ助成金の交付申請・請求をしてください。
2週間程度で、交付決定通知（審査結果）を郵送いたします。
交付決定から2週間程度で、指定の口座に助成金を振り込みます。

　申請した年度の１月末日までに助成金交付申請を提出してください。

　１月末日までに助成金交付申請を提出できない場合は、ご相談ください。

※除却助成との併用はできません。
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【交付申請・請求】
区へ助成金の交付申請・請求をしてください。
2週間程度で、交付決定通知（審査結果）を郵送いたします。
交付決定から2週間程度で、指定の口座に助成金を振り込みます。

【承認申請】
区へ承認申請をしてください。
2週間程度で、承認通知（審査結果）を郵送いたします。

【工事契約】
承認通知を受け取った後に、工事の契約をしてください。
※区の承認前に契約・工事を行うと助成ができません。

【工事完了】 工事の終了後、工事代金を支払い、領収書などの必要書類を受け取ってください。

　２）身体障害者福祉法施行規則（昭和25年厚生省令第15号）別表第5号の1級から4級の方、
　　　または1級から4級の方と同居する世帯の方

対象となる耐震シェルター等
　東京都耐震ポータルサイト内
　「木造住宅の安価で信頼できる「耐震改修工法・装置」の事例紹介」の装置部門から選定して、区へ相談してください。

耐震シェルター等設置の流れ

【選定】 区に相談の後、事業者にカタログと見積書を請求してください。

　１）昭和56年５月31日以前に工事に着手されたものであること。

　２）葛飾区内の２階建以下の在来軸組工法の木造住宅（一戸建ての住宅、長屋又は共同住宅）。店舗等との
　　　併用住宅の場合は、全体の1/3以上が住宅であること。

　３）過去に同じ要綱または葛飾区木造住宅耐震助成要綱上の助成を受けていないこと。

対象者
　１）65歳以上の方、または65歳以上の方と同居する世帯の方。

耐 震 シ ェ ル タ ー 等 設 置
助成限度額：最大27万円

耐震シェルター等設置とは
　地震による住宅の倒壊から高齢者等の生命を守るため、耐震シェルター等を1階に設置することです。

対象となる建築物

【着手届】 承認通知日から45日以内を目途に、区へ着手届を提出して、工事を進めてください。

【工事完了】 工事の終了後、工事代金を支払い、領収書などの必要書類を受け取ってください。

【交付申請・請求】
区へ助成金の交付申請・請求をしてください。
2週間程度で、交付決定通知（審査結果）を郵送いたします。
交付決定から2週間程度で、指定の口座に助成金を振り込みます。

【工事契約】
承認通知を受け取った後に、工事の契約をしてください。
※区の承認前に契約・工事を行うと助成ができません。

　１）昭和56年５月31日以前に工事に着手されたものであること。

　２）葛飾区内の２階建以下の在来軸組工法の木造住宅（一戸建ての住宅、長屋又は共同住宅）。
　　　店舗等との併用住宅の場合は、全体の1/3以上が住宅であること。

　３）旧耐震基準耐震診断の結果、構造評点が1.0未満であること。

　４）過去に同じ要綱上の助成を受けていないこと。

　５）道路整備・区画整理など、都市計画事業等による補償を受けていないこと。
　　　（切取り補償の場合、助成対象となる場合があります。)

除却の流れ
　原則、申請～助成金請求までを同じ年度内に行う必要があります。

　申請した年度の１月末日までに助成金交付申請を提出してください。

　１月末日までに助成金交付申請を提出できない場合は、ご相談ください。

【承認申請】
区へ承認申請をしてください。
2週間程度で、承認通知（審査結果）を郵送いたします。

対象となる建築物

除 却
助成限度額：最大70万円

除却工事とは
　耐震診断の結果、構造評点が1.0未満と診断された建築物を、除却（解体）する除却工事を行うことです。

※建替え助成との併用はできません。
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№
新耐震基準
戸別訪問

新耐震基準
耐震診断

補強設計
耐震改修

1 ○ ○ ○

2 ○ ○ ○

3 ○

4 ○

5 ○ ○ ○

6 ○

【派遣申請】
区へ新耐震基準木造住宅戸別訪問派遣申請をしてください。
※申請書にご記入いただいた個人情報は、区が委託する事業者に提供します。
　ご同意いただけない場合は、建築士の派遣を行うことはできません。

【検証の実施】
建築士から申請者へ連絡が入ります。
日程調整のうえ、戸別訪問を受けてください。

【検証結果報告】 建築士が申請者へ検証結果を報告します。耐震性能チェック結果及び戸別訪問報告書を受け取ってくだ
さい。

既　存　建　築　物　の　要　件

道路整備・区画整理など、都市計画事業等による補償を受けていないこと。
（切取り補償の場合、助成対象となる場合があります。）

葛飾区内の2階建以下の木造住宅等（長屋、共同住宅含む）
（助成対象は在来軸組工法のみ。店舗等との併用住宅の場合は、
　全体の1/3以上が住宅であること。）

昭和56年６月１日から平成12年５月31日以前に工事に着手されたものであ
ること。

耐震診断の結果、構造評点が1.0未満であること。

敷地が建築基準法の道路等に２ｍ以上接していること。

過去に同じ要綱上の助成を受けていないこと。

　２）葛飾区内の２階建以下の在来軸組工法の木造住宅（一戸建ての住宅、長屋又は共同住宅）。
　　　店舗等との併用住宅の場合は、全体の1/3以上が住宅であること。

新耐震基準木造住宅戸別訪問の流れ

新 耐 震 基 準 耐 震 事 業 の 手 続 き の 流 れ

項目

補強設計
耐震改修

新 耐 震 基 準 木 造 住 宅 戸 別 訪 問 ( 区 か ら の 無 料 派 遣 ）

新耐震基準木造住宅戸別訪問とは

対象となる建築物

　区は、一般社団法人 東京都建築士事務所協会 葛飾支部に所属する建築士を無料派遣します。そして、昭和56年６月1日から平成
12年５月31日以前に工事に着手された木造住宅を対象として、「新耐震基準の木造住宅の耐震性能検証法」による「木造住宅の耐
震性能チェック」を行います。あわせて、建物の資料の確認、耐震助成制度の説明、今後の手続きの流れを説明します。

　１）昭和56年6月1日から平成12年5月31日以前に工事に着手されたものであること。

　補強設計費と耐震改修工事にかかる費用の　2/3

新 耐 震 基 準 木 造 住 宅 助 成 金 額

新耐震基準木造
住宅耐震診断

対 象 建 築 物
（○の条件を全て満たす必要があります）

助成金額の算定方法助成限度額

最大20万円

最大200万円

建築時期

昭和56年6月1日から
平成12年5月31日以前
に工事に着手されたも
の

　耐震診断にかかる費用の　2/3

新耐震基準木造住宅耐震診断
新耐震基準木造住宅戸別訪問

（区からの無料派遣）

補強設計・耐震改修

※新耐震基準木造住宅の耐震診断をする

前に、新耐震基準木造住宅戸別訪問

（区からの無料派遣）をご活用ください。

令和６年１1月29日（金）
(１) 原則、申請～助成金請求までを同じ年度内に行う必要があります。
(２) 申請した年度の１月末日までに助成金交付申請を提出してください。

１月末日までに助成金交付申請を提出できない場合は、ご相談ください。
(３) 申請は、契約の前に行う必要があります。
(４) 区の承認前に契約行為を行うと助成の対象外となります。

(仮契約や事前の代金支払い等も契約行為に含まれますのでご注意ください。)
(５) 国や都の行う助成事業と併用できないものがあります。
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診断の終了後、診断代金を支払い、領収書などの必要書類を受け取ってください。

区へ助成金の交付申請・請求をしてください。
2週間程度で、交付決定通知（審査結果）を郵送いたします。
交付決定から2週間程度で、指定の口座に助成金を振り込みます。

【承認申請】

【診断契約】

【着手届】

【診断完了】

【交付申請・請求】

承認通知日から45日以内を目途に、区へ着手届を提出して、工事を進めてください。

　原則、申請～助成金請求までを同じ年度内に行う必要があります。

　申請した年度の１月末日までに助成金交付申請を提出してください。

　１月末日までに助成金交付申請を提出できない場合は、ご相談ください。

区へ承認申請をしてください。
2週間程度で、承認通知（審査結果）を郵送します。

承認通知を受け取った後に、診断の契約をしてください。
※区の承認前に契約・診断を行うと助成ができません。

新 耐 震 基 準 木 造 住 宅 耐 震 診 断
助成限度額：最大20万円

耐震診断の流れ

　３）上記１）、2）以外の有資格者(建築士法(昭和25年法律第202号)第２条の建築士)が行うもの。

　１）一般社団法人 東京都建築士事務所協会 葛飾支部に所属する建築士

耐震診断を行える者

　４）過去に同じ要綱上の助成を受けていないこと。

　２）東京都木造住宅耐震診断事務所登録制度実施要綱に基づく耐震診断事務所に所属する建築士

新耐震基準木造住宅の耐震診断とは

　２）葛飾区内の２階建以下の在来軸組工法の木造住宅（一戸建ての住宅、長屋又は共同住宅）。
　　　店舗等との併用住宅の場合は、全体の1/3以上が住宅であること。

　１）昭和56年６月1日から平成12年５月31日以前に工事に着手されたものであること。

対象となる建築物

　昭和56年６月1日から平成12年５月31日以前に工事に着手された木造住宅を対象として、建物が必要な耐
震性能を満たしているか確認します。
助成対象の耐震診断方法は、一般財団法人日本建築防災協会の『木造住宅の耐震診断と補強方法』による「精
密診断法」です。区では、非破壊による目視調査で診断可能とします。

　３）『新耐震基準木造住宅戸別訪問』等で行った「木造住宅の耐震性能チェック」の結果があること。
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【工事完了】 工事の終了後、工事代金を支払い、領収書などの必要書類を受け取ってください。

【交付申請・請求】
（完了年度）

区へ助成金の交付申請・請求をしてください。
2週間程度で、交付決定通知（審査結果）を郵送いたします。
交付決定から2週間程度で、指定の口座に助成金を振り込みます。

【着手届】 設計の終了日から45日以内を目途に、区へ着手届を提出して、工事を進めてください。

【交付申請・請求】
（年度をまたぐ場合）

（1年度目）

区へ助成金の交付申請・請求をしてください。
１年度目の進捗に応じた割合で、助成金の算定を行います。
2週間程度で、交付決定通知（審査結果）を郵送いたします。
交付決定から2週間程度で、指定の口座に助成金を振り込みます。

【中間検査】 要綱に基づく中間検査を受けてください。

【設計契約】 承認通知を受け取った後に、設計の契約をして、補強設計を進めてください。
※区の承認前に契約を行うと助成ができません。

【設計完了】 設計の終了後、設計完了届と設計図書などの必要書類を提出してください。
２週間程度で、設計内容の確認をし、設計完了通知を郵送いたします。

【工事契約】 設計の終了後、工事の契約をしてください。

【承認申請】
区へ承認申請をしてください。
2週間（年度をまたぐ場合：１か月～２か月）程度で、承認通知（審査結果）を郵送いた
します。

　1）一般社団法人 東京都建築士事務所協会 葛飾支部に所属する建築士

　2）東京都木造住宅耐震診断事務所登録制度実施要綱に基づく耐震診断事務所に所属する建築士

　3）１）と２）以外の建築士が補強設計を行う場合は、その設計について、１）の団体の評価を受けた者

耐震改修工事を行える者
　1）葛飾区内に事業所、支店、営業所等を開設している者

　2）区長が適当と認める者（耐震改修工事の実績がある事業者等）

補強設計・耐震改修の流れ
　原則、申請～助成金請求までを同じ年度内に行う必要があります。

　申請した年度の１月末日までに助成金交付申請を提出してください。

　１月末日までに助成金交付申請を提出できない場合は、ご相談ください。

　また、年度をまたぐ場合は、通常より審査期間が長くなるため、区が承認申請を受けてから承認通知（審査結果）
　を郵送するのに１か月～２か月程度かかります。

補強設計を行える者

補 強 設 計 ・ 耐 震 改 修
助成限度額：最大200万円

補強設計・耐震改修とは
　耐震診断の結果、構造評点が1.0未満と診断された建築物を、1.0以上にするために精密診断法に基づいた補強設
計を行い、設計に基づいて耐震改修工事を行うことです。

対象となる建築物
　１）昭和56年６月1日から平成12年５月31日以前に工事に着手されたものであること。

　２）葛飾区内の２階建以下の在来軸組工法の木造住宅（一戸建ての住宅、長屋又は共同住宅）。
　　　店舗等との併用住宅の場合は、全体の1/3以上が住宅であること。

　３）旧耐震基準耐震診断または、新耐震基準耐震診断の結果、構造評点が1.0未満であること。

　４）敷地が建築基準法の道路等に2ｍ以上接道していること。

　５）過去に同じ要綱上の助成を受けていないこと。

　６）道路整備・区画整理など、都市計画事業等による補償を受けていないこと。
　　　（切取り補償の場合、助成対象となる場合があります。)
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【派遣申請】

区へ派遣申請をしてください。
2週間程度で、決定通知（審査結果）を郵送します。

※申請書にご記入いただいた個人情報は、区が委託する事業者に提供します。
　ご同意いただけない場合は、判定調査者の派遣を行うことはできません。

　詳しくは、窓口でご相談ください。

【判定調査の実施】 決定通知後、判定調査者から申請者へ連絡が入ります。
日程調整のうえ、決定通知日から90日以内に判定調査を受けてください。

【判定調査結果報告】 判定調査者が申請者へ判定結果を報告します。判定結果報告書を受け取ってください。

※この判定調査を受けて、所定の条件を満たせば「液状化対策助成」を受けられる場合があります。

そ の 他 助 成 の 手 続 き の 流 れ

液状化判定調査者派遣の流れ

対象要件

液状化判定調査者派遣（区からの無料派遣）

液状化判定調査とは

　液状化判定をするための判定調査者を区から無料で派遣し、液状化被害の可能性を判定します。

調査方法

　１）葛飾区内にある敷地であること。

　２）新築又は建替えを予定されていること。

　３）区が判定結果報告書を利用、公開することについて、
　　　敷地の所有者等から承諾を受けること。

　ピエゾドライブコーン（ＰＤＣ）と呼ばれる機械により地盤の硬さ、
　間隙水圧の測定をもとに液状化の安全率（液状化しやすさ）を評価します。

(１) ブロック塀等撤去・再築、液状化判定調査者派遣、地盤調査、液状化対策は、受付期限がありません。

(２) 原則、アスベスト助成は、申請～助成金請求までを同じ年度内に行う必要があります。

(３) 申請した年度の１月末日までに助成金交付申請を提出してください。

(４) １月末日までに助成金交付申請を提出できない場合は、ご相談ください。

(５) 申請は、契約の前に行う必要があります。

(６) 区の承認前に契約行為を行うと助成の対象外となります。

(仮契約や事前の代金支払い等も契約行為に含まれますのでご注意ください。)

令和６年度のアスベスト助成申請受付期限

令和6年11月29日（金）

ブロック塀等
撤去・再築

※地盤調査との併用はできません。

液状化判定調査者
（無料派遣）

アスベスト
対策

アスベスト
調査

地盤調査

液状化対策

ＰＤＣ
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【交付申請・請求】

対象となる敷地

区へ助成金の交付申請・請求をしてください。
１か月程度で、交付決定通知（審査結果）を郵送いたします。
交付決定から2週間程度で、指定の口座に助成金を振り込みます。
地盤調査報告書を先に提出していただけると審査期間が短縮できます。

地盤調査の流れ

【調査契約】 調査の契約をして、地盤調査を進めてください。

【調査完了】 調査の終了後、調査代金を支払い、領収書などの必要書類を受け取ってください。

調査方法
　ボーリング調査（標準貫入試験）、土質試験、地下水位測定などを行い、液状化の可能性を判定します。

　試験に用いる試料は、調査で採取したものを使用します。

　１）葛飾区内にある敷地であること。

　２）新築又は建替えであること。

　３）階数が3以下であること。

　４）一戸建ての住宅、長屋又は共同住宅。店舗等との併用住宅の場合は、全体の1/3以上が住宅であること。

　５）延べ面積が500㎡以下であること。

　６）区が地盤調査データを利用、公開することについて、敷地の所有者等から承諾を受けること。

地 盤 調 査

地盤調査とは

　※ＳＷＳ試験〔スクリューウエイト貫入（旧スウェーデン式サウンディング）試験〕は対象外です。

助成限度額：最大35万円（地盤調査にかかる費用の10/10）

　ボーリング調査を行い、地盤に試験器具の貫入や孔を開けるとともに、土を取り出して調べることで地層の構成、層

ごとの固さ、地下水位、土の性質などを調べ、敷地の液状化判定をすることです。

※この他にも条件があります。区へ相談してください。

※液状化判定調査との併用はできません。

参考：ボーリング調査
参考：地盤調査データ

（柱状図）
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　　　非液状化層：液状化する可能性の低い層

６）地盤調査の結果、顕著な液状化被害の可能性が「高い」又は「比較的低い」と判定されたもの。

※液状化判定調査者派遣により液状化判定され、所定の条件を満たせば、助成対象になる場合があります。

１）葛飾区内にある敷地であること。

２）新築又は建替えであること。

３）木造である建築物にあっては階数が３以下、その他の構造である建築物にあっては階数が２以下のもの。

４）一戸建ての住宅、長屋又は共同住宅。店舗等との併用住宅の場合は、全体の1/3以上が住宅であること。

５）延べ面積が200㎡以下であること。

液 状 化 対 策

液状化対策とは
地盤調査をした結果、液状化判定された敷地に対し、液状化を低減するための工事を行うことです。

　　助成限度額：最大90万円（液状化対策にかかる費用の1/2)

対象となる敷地 ※この他にも条件があります。区へ相談してください。

対策工法
　１）改良地盤の設計及び品質管理指針（日本建築センター）に規定する地盤改良工法

　２）丸太打設液状化対策＆カーボンストック（LP－LiC）工法

建物下部の液状化層に土とセメント系固化材など
を混ぜて、層状、板状に改良する工法です。

土とセメント系固化材を混ぜた円柱状の改良体
を、非液状化層まで造成し、基礎直下に杭のよう
な形で配置して地盤改良する工法です。

　　　液状化の被害を低減して、建物の被害を抑える対策工法です。

　　　液状化対策を行いながら、地球温暖化緩和、林業再生に貢献する工法です。

間伐材などの丸太を地中に打設し、緩い砂地盤を密
実にすることで液状化対策を行う工法です。

樹木は大気中からＣＯ²を吸収固定します。この工法は
間伐などで伐採した炭素貯蔵した丸太を活用し、地中
に炭素を貯蔵します。あらたに植林することで森はさ
らに成長して炭素を貯蔵しＣＯ²の削減をします。

【交付申請・請求】
区へ助成金の交付申請・請求をしてください。
1か月程度で、交付決定通知（審査結果）を郵送いたします。
交付決定から2週間程度で、指定の口座に助成金を振り込みます。

【工事完了】 工事の終了後、工事代金を支払い、領収書などの必要書類を受け取ってください。

液状化対策の流れ

【承認申請】
区へ承認申請をしてください。
1か月程度で、承認通知（審査結果）を郵送いたします。
液状化対策施工計画書を先に提出していただけると審査期間が短縮できます。

【工事契約】
承認通知を受け取った後に、工事を進めてください。
※区の承認前に工事を行うと助成ができません。

浅層混合処理工法 深層混合処理工法

非液状化層 非液状化層

柱状改良体

液状化層

盛土層盛土層

液状化層

改良地盤

この工法では100㎡の

戸建て住宅を改良した

場合、炭素貯蔵量は、

家庭１世帯からのＣＯ²

排出量の約10年分に相

当します。

植林

木材の大量使用

炭素の貯蔵

伐採・運搬

育林・成長

炭素の吸収固定

自然作用を活用し

二酸化炭素を吸収
建設事業を活用し

炭素を貯蔵

光合成
炭素貯蔵に新たに費用と

エネルギーを必要としない。
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※申請にあたって、再築を受けたい方は、撤去と一緒に申し込んでください。

再築工事は、ブロック塀等の撤去とともに、新たなブロック塀等の設置を行うことです。

　

対象となるブロック塀等の条件（撤去・再築）

避難路等、区が
管理する公園や
児童遊園に面し
ている場合

※避難路等：緊
急輸送道路、通
学路など

撤去工事は、ブロック塀等の撤去を行うことです。

助成金額は、次のいずれか低い額

２）再築する長さ1ｍあたりに11,000円を乗じた額

撤去工事
１）葛飾区内にあるブロック塀等であること

２）建築基準法上の道路等または区が管理する公園や

　　児童遊園に面していること

３）ブロック塀等の高さが1.2ｍ以上であること

撤去工事

助成限度額：最大40万円

ブ ロ ッ ク 塀 等 撤 去 ・ 再 築
助成限度額：避難路等での撤去 最大40万円、その他での撤去 最大30万円、再築1ｍあたり11,000円

ブロック塀等撤去・再築とは

道路等に面する危険なブロック塀等の撤去工事や、再築工事を行うことです。

事前協議回答を受け取った後に、工事の契約をして、工事を進めてください。
※区の事前協議回答前に契約・工事を行うと助成ができません。

工事の終了後、工事代金を支払い、領収書などの必要書類を受け取ってください。

区へ助成金の交付申請・請求をしてください。
2週間程度で、交付決定通知（審査結果）を郵送いたします。
交付決定から2週間程度で、指定の口座に助成金を振り込みます。

【交付申請・請求】

【事前調査】

【工事契約】

【工事完了】

【事前協議書申請】
区へ事前協議書申請をしてください。
2週間程度で、事前協議回答（審査結果）を郵送いたします。

【事前相談】

１）撤去工事にかかる額の1/3

※ 再築するブロック塀等の助成対象は、撤去工事で助成する

ブロック塀等撤去・再築の流れ

　 ブロック塀等の長さまでとなります。

　　8,000円を乗じた額

その他の場合

２）撤去する長さ1ｍあたりに

助成限度額：最大30万円
助成金額は、次のいずれか低い額

事前に相談してください。相談カードに記入していただきます。

区の担当者が現地に伺い、ブロック塀等の調査をします。
対象となるブロック塀等か確認します。

再築工事
撤去工事を行い、次の１）２）３）のいずれかに該当するもの

１）新たなブロック塀等の高さは1.2ｍ以下であること

２）擁壁上に新たなブロック塀等を設置する場合、

　　擁壁を含めた高さが1.2ｍ以下、かつ新たなブロック塀等の

３）新たなブロック塀等の高さが60ｃｍ以下、かつ

４）区が危険なブロック塀等であると認めたもの 　　高さが60ｃｍ以下であること

　　新たなブロック塀等とフェンス等の合計の高さが

　　１．８ｍ以下であること

助成金額

　　20,000円を乗じた額 １）再築工事にかかる額

再築工事

助成金額は、次のいずれか低い額

１）撤去工事にかかる額の1/2

２）撤去する長さ1ｍあたりに
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※この他にも条件があります。区へ相談してください。

※この他にも条件があります。区へ相談してください。

　１）住宅または兼用住宅　　助成限度額：　３０万円　かつ　対象額の　１/２

ア ス ベ ス ト 調 査
助成限度額：住宅または兼用住宅 最大10万円　共同住宅 最大30万円

アスベスト調査とは
　屋外または屋内で、アスベストが含有する可能性のあるレベル１吹付け材（外壁の仕上げ材を除く）
を有資格者により、分析調査することです。

　１）住宅または兼用住宅　　助成限度額：最大10万円　かつ　対象額の　１/２

　２）共同住宅　　　　　　　助成限度額：最大30万円　かつ　対象額の　１/２

分析方法は、専門の分析機関によるものになります。

助成限度額：住宅または兼用住宅 最大30万円　共同住宅 最大100万円

アスベスト調査の流れ

【事前相談】

対象となる建築物と助成金額

対象となる建築物と助成金額

【完了検査】 要綱に基づく完了検査を受けてください。

　２）共同住宅　　　　　　　助成限度額：１００万円　かつ　対象額の　１/２

【交付申請・請求】
区へ助成金の交付申請・請求をしてください。
2週間程度で、交付決定通知（審査結果）を郵送いたします。
交付決定から2週間程度で、指定の口座に助成金を振り込みます。

【工事完了】 工事の終了後、工事代金を支払い、領収書などの必要書類を受け取ってください。

アスベスト対策の流れ

【事前相談】
事前に相談してください。相談カードに記入していただきます。
※レベル１吹付け材がわかる写真をお持ちください。

【承認申請】
区へ承認申請をしてください。
2週間程度で、承認通知（審査結果）を郵送いたします。

【工事契約】
承認通知を受け取った後に、工事の契約をして、工事を進めてください。
※区の承認前に契約を行うと助成ができません。

　屋外または屋内で、アスベストが含有すると判明したレベル１吹付け材（外壁の仕上げ材を除く）を
有資格者の工事計画により、除去工事、封じ込め工事、囲い込み工事をすることです。

事前に相談してください。相談カードに記入していただきます。
※レベル１吹付け材がわかる写真をお持ちください。

【調査契約】
承認通知を受け取った後に、調査の契約をして、調査（試料採取と分析）を進めてください。
※区の承認前に契約を行うと助成ができません。

【交付申請・請求】
区へ助成金の交付申請・請求をしてください。
2週間程度で、交付決定通知（審査結果）を郵送いたします。
交付決定から2週間程度で、指定の口座に助成金を振り込みます。

アスベスト対策とは

ア ス ベ ス ト 対 策

【承認申請】
区へ承認申請をしてください。
2週間程度で、承認通知（審査結果）を郵送いたします。

【調査完了】 調査の終了後、調査代金を支払い、領収書などの必要書類を受け取ってください。
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参考：東京都都市整備局『所有者・管理者のための建築物のアスベスト対策と事例紹介』

A

A

技術指針に従い、液状化層の土とセメント系固化材を混ぜた改良体を非液状化層に到達させる工事

助成は受けられません。

よ く あ る 質 問 （ ア ス ベ ス ト 調 査 ・ 対 策 Ｑ ＆ Ａ ）

Q.１　アスベストのレベル２保温材等、レベル３成形板等は、助成の対象になりますか？

屋根軽量化工事 土台、柱等接合部の金物補強等工事

Q.５ 承認申請をせずに、補強設計・耐震改修や建替え等をした場合でも、助成は受けられますか？

助成は受けられません。

ただし、擁壁の上にブロック塀が積んである場合には、擁壁を残して、ブロック塀部分のみの撤去でも

よ く あ る 質 問 （ ブ ロ ッ ク 塀 等 撤 去 ・ 再 築 Ｑ ＆ Ａ ）

Q.３　撤去時に基礎を残しても、助成は受けられますか？

Q.１　隣地との境界にあるブロック塀等でも、助成は受けられますか？

Q.２　ブロック塀等が面している道路が私道の場合でも、助成は受けられますか？

助成は受けられません。

ただし、隣地が区が管理する公園、児童遊園の場合には、助成を受けられます。

建築基準法上の道路等である私道であれば、助成を受けられます。

１）深層混合処理工法（柱状改良工法）

区が認める工事

助成の対象は、レベル１吹付け材（外壁の仕上げ材を除く）のみとなります。

調査を行えば助成を受けられます。

２）浅層混合処理工法（表層改良工法）

１）丸太打設液状化対策＆カーボンストック（LP－LiＣ）工法

助成を受けられます。

よ く あ る 質 問 （ 耐 震 事 業 Ｑ ＆ Ａ ）

Q.1 申請書等は、どこで手に入りますか？

区役所の建築課窓口、葛飾区公式サイト（助成制度）のホームページにあります。

ホームページの場合は、以下のページからデータをダウンロードできます。
「くらし・手続き → 住まい → 住まいの耐震化 → 木造住宅の耐震化促進事業 → 助成制度の該当ページへ」

Q.2 旧耐震基準木造住宅耐震診断は、どのような調査をするのですか？

一般診断法の場合、次の現地調査をおおよそ2～３時間程度で行います。

建築物の間取り 可能な範囲で天井裏・床下の状況

壁・窓（大きさ）等の位置 各部材の老朽状況・基礎状態

Q.3 耐震改修工事は、どのようなことをするのですか？　費用はどれくらいかかりますか？

主に次の補強工事を行います。

基礎補強工事 壁補強工事（筋かい設置、構造用合板設置等）

区の助成対象となるのは、次のアかイの工事となります。

Q.１　どのような工法を行えば、液状化対策助成を受けられますか？

費用は、住宅の築年数や規模、補強設計の内容などで異なります。
設計事務所等に相談してください。

Q.4 耐震改修工事の工務店選定の相談等は、どこにすればいいですか？

自身で工事業者を選んでいただく必要があります。参考に次のような方法が考えられます。

補強設計を行った建築士へ相談する。

葛飾区役所　区民相談室の「建築・リフォームなんでも相談」や「住宅修繕相談」へ相談する。
TEL：03-5654-8612～5

よ く あ る 質 問 （ 地 盤 調 査 ・ 液 状 化 対 策 Ｑ ＆ Ａ ）

ことにより、粉じんが飛散しないようにするものです。

囲い込み工事は、既存のアスベスト含有吹付け材の層はそのまま残し、アスベスト含有吹付け材の層が

露出しないように板状材料等で完全に覆うことによって粉じんの飛散防止を図るものです。

https://www.toshiseibi.metro.tokyo.lg.jp/kenchiku/asbestos/taisaku.html

Q.３　アスベスト対策の除去工事、封じ込め工事、囲い込み工事は、どのようなものですか？
除去工事は、既存のアスベスト含有吹付け材の層を下地から取り除くものです。

封じ込め工事は、既存のアスベスト含有吹付け材の層はそのまま残し、アスベスト層に薬剤を塗布する

Q.２　調査したものにアスベストが含まれていなかった場合、助成は受けられますか？

この冊子は、印刷用の紙へリサイクルできます。 16



２３区の旧耐震基準木造住宅の耐震助成内容〔令和６年度（2024）〕

地方公共団体名 助成率 限度額 備考

千代田区

診断　　10/10
改修　　10/10
建替え　助成なし
除却　　2/3

診断　　15万円
改修　　120万円
建替え　助成なし
除却　　80万円

シェルター：10/10かつ40万円

中央区

診断　　10/10
改修　　1/2
建替え　助成なし
除却　　助成なし

診断　　なし
改修　　300万円
建替え　助成なし
除却　　助成なし

港区

診断　　10/10
改修　　2/3
建替え　1/3
除却　　助成なし

診断　　無料
改修　　400万円
建替え　100万円
除却　　助成なし

新宿区

診断　　無料
改修　　3/4
建替え　3/4
除却　　3/4

診断　　無料
改修　　300万円
建替え　300万円
除却　　50万円

シェルター：9/10かつ45万円
建替え、除却については不燃化特区のみ

文京区

診断　　8/10
改修　　1/2
建替え　助成なし
除却　　1/2

診断　　10万円
改修　　120万円
建替え　助成なし
除却　　100万円

シェルター：1/2かつ20万円　高齢者3/4かつ40万円

台東区

診断　　10/10
改修　　1/2
建替え　助成なし
除却　　1/3

診断　　20万円
改修　　150万円
建替え　助成なし
除却　　50万円

墨田区

診断　　10/10
改修　　1/2
建替え　助成なし
除却　　1/2

診断　　15万円
改修　　60万円
建替え　助成なし
除却　　50万円

シェルター：9/10かつ30万円　高齢者9/10かつ50万
円
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地方公共団体名 助成率 限度額 備考

江東区

診断　　無料
改修　　1/2
建替え　助成なし
除却　　1/2

診断　　無料
改修　　150万円
建替え　助成なし
除却　　50万円

品川区

診断　　10/10
改修　　1/2
建替え　助成なし
除却　　10/10

診断　　15万円
改修　　150万円
建替え　助成なし
除却　　150万円

シェルター：10/10かつ50万円
建替えは不燃化特区のみ

目黒区

診断　　6/10
改修　　8/10
建替え　助成なし
除却　　1/2

診断　　－
改修　　150万円
建替え　助成なし
除却　　50万円

シェルター：10/10かつ30万円

大田区

診断　　4/5
改修　　2/3
建替え　助成なし
除却　　2/3

診断　　12万～16万円
改修　　150万円
建替え　助成なし
除却　　75万円

診断は精密診断
シェルター(世帯年収200万円未満)：9/10かつ50万
円
シェルター(世帯年収200万円以上)：1/2かつ30万円

世田谷区

診断　　無料
改修　　10/10
建替え　10/10
除却　　1/2

診断　　無料
改修　　100万円
建替え　100万円
除却　　50万円

シェルター：10/10かつ30万円

渋谷区

診断　　無料
改修　　1/2
建替え　助成なし
除却　　1/2

診断　　無料
改修　　100万円
建替え　助成なし
除却　　100万円

中野区

診断　　無料
改修　　1/2
建替え　1/2
除却　　1/2

診断　　無料
改修　　150万円
建替え　150万円
除却　　150万円
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地方公共団体名 助成率 限度額 備考

杉並区

診断　　無料
改修　　1/2
建替え　助成なし
除却　　1/2

診断　　無料(簡易診断)
改修　　100万円
建替え　助成なし
除却　　150万円

除却については、一部地域限定(密集事業)
シェルター：9/10かつ50万円

豊島区

診断　　10/10
改修　　2/3
建替え　助成なし
除却　　助成なし

診断　　15万円
改修　　100万円
建替え　助成なし
除却　　助成なし

シェルター：10/10かつ60万円

北区

診断　　10/10
改修　　2/3
建替え　2/3
除却　　助成なし

診断　　13万円
改修　　100万円
建替え　100万円
除却　　助成なし

荒川区

診断　　10/10
改修　　4/5
建替え　4/5
除却　　4/5

診断　　30万円
改修　　180万円
建替え　200万円
除却　　180万円

シェルター：9/10かつ50万円

板橋区

診断　　1/2
改修　　1/2
建替え　10/10
除却　　1/3

診断　　10万円
改修　　75万円
建替え　100万円
除却　　50万円

シェルター：1/2かつ15万円

練馬区

診断　　3/4
改修　　2/3
建替え　2/3
除却　　3/4

診断　　12万
改修　　130万円
建替え　225万円
除却　　150万円

シェルター：9/10かつ50万円
建替え、除却は一部地域限定

足立区

診断　　10/10
改修　　9/10
建替え　助成なし
除却　　9/10

診断　　30万円
改修　　150万円
建替え　助成なし
除却　　150万円

シェルター：10/10かつ30万円
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地方公共団体名 助成率 限度額 備考

葛飾区

診断　　無料
改修　　2/3
建替え　2/3
除却　　1/2

診断　　無料
改修　　180万円
建替え　200万円
除却　　70万円

補強設計＋耐震改修　2/3かつ200万円
シェルター：9/10かつ27万円

江戸川区

診断　　無料
改修　　1/2
建替え　助成なし
除却　　1/2

診断　　無料
改修　　150万円
建替え　助成なし
除却　　50万円

精密診断　8/10かつ30万円
非課税世帯　改修　2/3かつ200万円

令和６年（2024）５月末現在

東京都耐震ポータルサイト及び各区ホームページから作成

助成額は他区と比較しても安くはない。江東５区では耐震設計・改修、建替えに関しては葛飾区の助成額が一番高く、除却に関して
は足立区（令和７年度までの期限付き）に次いだ助成額となっている。
また、木造助成の改修・建替え・除却メニューを行っているのは、Ｒ３（2021）年度では、世田谷区、板橋区、葛飾区の３区のみだが、
Ｒ４（2022）年度には中野区、荒川区、練馬区も加わり、現在は６区となっている。江東５区では葛飾区のみ。
なお、江東５区の各区の耐震化率は令和３年３月末時点で葛飾区が92.6％（令和４年度の推計値では94.8％）、足立区が91.4％、江
戸川区が97.0％、墨田区が95.0％、江東区が92.0％である。
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